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　ＩＴ化に伴う情報流通社会の進展により、電力消費量は今後、さらに増加すると考えられますが、引き続き電力消費量の削減に積極的に取り組

んでいきます。 

　具体的には、 

　（1）ブロードバンド関連装置（サーバ・ルータ等）への直流給電化による低消費電力化の推進。 

　（2）クリーンエネルギー（太陽光発電システム・風力発電システムなど）による電力自給率の向上。 

　（3）電力事業法改正（特別高圧等需要家への小売自由化）に伴うNTTブループの電力小売事業を積極的に活用。 

　（4）燃料電池を利用したCGS（コジェネレーション）などの開発・導入。 

などに取り組みます。 

　これらの取り組みにより、地球環境問題の観点で温暖化の主要因となっている二酸化炭素の排出量を抑えるとともに、トータルコストを削減し、

その成果をお客様をはじめ、広く社会に還元することにより豊かで快適なIT社会の実現を目指していきます。 

ＴＰＲ運動（トータルパワー改革運動） 

ＴＰＲ運動による省電力化の推進 

　地球温暖化の原因である化石燃料の消費により得られるエネルギーは極めて多様かつ複合的に使われるため、その対策とし
て、温暖化防止の効果に照らして、優先的かつ重点的に取り組むことが重要です。温暖化防止の実行管理項目である電力使用、
社用車の使用、ガス・燃料消費による2004年度のＣＯ2総排出量は19.9万t-Cとなり、前年度より約3.6％増加しました。 

　ＩＴ化に伴う情報流通社会の進展により、通信用電力エネルギー消費量の増加傾向が今後も続くことが予想されます。こうした状況を踏まえ、

当社はNTTグループ各社とともに、「トータルパワー改革（ＴＰＲ）運動」を推進してきました。ＴＰＲ運動は、現用設備を電力使用効率のより良い設

備へ更改し、設備の保守・運用部門では空調運転台数の適正化、さらにはクリーンエネルギーシステム導入による電力自給率の向上などを推進

しています。 

　具体的には、以下のようにＴＰＲ運動推進体制を構築しており、関連部門が一体となって電力の使用を抜本的に改革していく施策を実施して

います。 

 

電力消費量削減に向けた取り組み 
 

■ＴＰＲ推進体制 

●取組方針策定 
●目標設定 
●全社計画策定 
●実行管理 

NTT西日本 
（基盤サービス部・財務部・ 
経営企画部・技術部） 

NTTネオメイト 
NTTマ－ケティングアクト 

NTTファシリティーズ 
（西日本本部） 

連携 
・ 
支援 

連携 
・ 
支援 

NTT支店 

エネルギーマネージャ（設備部長） 

●支店計画策定　●各種施策の実施　●エネルギー実行管理　●設備の導入 

NTTファシリティーズ支店 

エネルギーコストマネージャ（O＆S事業部長） 
エネルギーリーダー（担当） 

●支店計画の策定支援　●各種施策の提案・コンサル　●エネルギー管理・状況報告 
連携 

目標設定 
実行管理 

実施 
依頼 

支援 
報告 

実施 
依頼 

支援 
報告 

地域NTTネオメイト　地域NTTマーケティングアクト　地域NTTビジネスアソシエ NTTファシリティーズエンジニアリング 

◎通信設備／オフィス関連施策実施 ◎各種施策の実施 ◎電気料金・使用量分析 エネルギー 
サブリーダー 



地球温暖化防止 

27

 

　社用車から排出されるCO2を抑制するため、低公害車の導入推進、

「エコ・ドライブ運動」の展開および車両台数の適正化などについて、

NTT西日本グループ（＊）一体となって取り組んでいます。 

　2004年度は目標値想定時に比べ営業用車両の走行距離が増加

したことなどにより、目標値の0.86万t-Cに対して0.93万ｔ-CのCO2を排

出しました。 

 

社用車からのCO2排出量抑制 
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　通信サービスは、主として固定電話網によるサービスとインターネット

プロトコル（ＩＰ）による通信網を利用したサービスに分けられますが、

それぞれに異なる通信設備を使用します。近年、インターネットの急速

な発展とともにＩＰ通信サービスのための通信設備による電力需要が

急速に増大しています。一方、コロケーション（＊1）やハウジング（＊2）

等により、当社施設内に配置される他事業者通信設備への供給電

力も増加しています。 

　2004年度は、ＴＰＲ施策により電力使用量を0.3億kWh（CO2排出量：

0.3万t-C）削減しましたが、ＩＰ関連設備の増加やコロケーション設備

の増加により電力使用量が増加し、前年度より0.7億kWh（CO2排出

量：0.7万t-C）増加しました。 

　なお、通信用電力需要の増大がＩＴ化という社会動向と不可分な

関係にあることから、NTTグループ各社と協力して、情報流通サービ

スによる社会的な環境負荷低減効果等も視野に入れながら、環境管

理手法や2010年度の目標値の見直しを検討しています。 

 

2004年度の実施結果 

＊2002年5月に実施したNTT西日本グループの再編成にともない、旧テレマ4社・旧ME7社が保有し
ていた社用車を管理対象範囲としたことにより、2002年度のCO2排出量が増加しています。 

＊１ 
 
＊２ 

当社と他の通信事業者とのネットワークを相互接続するために必要となる通信装置などを当社の
通信施設内に設置すること。 
当社の通信施設内に、ユーザ等の通信機器（サーバ、ルータ等）を設置し、その機器を当社で管理・
保守すること。 

天然ガス自動車 

170台 

ハイブリッド自動車 

78台 

合計 

248台 

（参考）低公害車保有台数（2004年度末） 

（万ｔ-C） 社用車の使用によるCO2の排出量の推移 

（年度） '00 '02 '03 '04'01'09'98 '04 
（目標値） 
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活動トピックス 

エンジンブ 
　　レーキの活用 

駐 停 車 そ の 他 の 省 エ ネ 

違 法 駐 車 は や め ま し ょ う 

他 し 害 阻 を れ 流 通 交 の 囲 周 と る す を 車 駐 法 違 
。 す ま り な に と こ る い 強 を 費 消 料 燃 の 大 多 に 車 

後 続 車 を せ き 止 め る 無 理 な 右 折 は や め ま し ょ う 

を 費 消 料 燃 の 大 多 う な も と に 進 発 ・ 止 停 に 車 続 後 
。 す ま り な に と こ る い 強 

他 車 へ の 配 慮 
を 間 時 が 台 １ 、 は に 合 場 い 多 が 数 台 む 込 き 巻 。 ん せ ま り あ は で と こ の け だ 分 自 は 転 運 ネ エ 省 

。 す ま り な に と こ く 招 を 失 損 の も 分 倍 何 の 果 効 の 転 運 ネ エ 省 る す 成 達 て け か 

冬 氷雪対策（視界確保） 

● フ ロ ン ト ウ ィ ン ド の カ バ ー 

● 建 物 の 壁 に 向 か っ て 駐 車 

● 朝 陽 の あ た る 向 き に 駐 車 

建 物 か ら の 放 射 熱 で 霜 が つ き に く く な り ま す 。 
た だ し 、 屋 根 等 か ら の 落 雪 に は 注 意 し ま し ょ う 。 

屋 根 付 き 車 庫 が な い 時 は い ろ い ろ 工 夫 が 必 要 で す 。 

風 で 飛 ば さ れ な い よ う に 、 し っ か り 止 め ま す 。 
凍 り 付 か な い よ う 被 せ る ま え に 水 気 を 取 り 除 き ま す 。 

● 日 陰 に 駐 車 

● 日 陰 が な い 時 は サ ン シ ェ ー ド な ど 覆 い を 活 用 

出 発 ま で に 日 の 出 か ら 十 分 時 間 が あ れ ば か な り 有 効 で す 。 

１ ． ア イ ド リ ン グ ス ト ッ プ 
の く 多 自 治 体 で 条 例 り よ に ア イ ド リ ン グ ス ト ッ プ は 義 務 付 け 。 す ま い て れ さ 

に 時 車 停 駐 、 め た る す に 効 有 を プ ッ ト ス グ ン リ ド イ ア 次 の 走 行 （ 翌 日 以 降 の 走 行 ） へ の 備 え 。 す で 要 重 が 事 る す を 
号 ２ 第 環 技 西 （ 針 指 み 組 り 取 の 」 動 運 プ ッ ト ス ・ グ ン リ ド イ ア 「 『 >1.7.11H< 。 と こ る 守 を 』 ） 

ワンポイント！ 

走 行 中 の 省 エ ネ 

１ ． 急 発 ・ 急 加 速 の 抑 制 ３ ． 惰 性 走 行 の 実 施 ２ ． 定 速 走 行 の 実 施 

運 転 操 作 の 流 れ 

周 囲 の 流 れ に 合 わ せ て 、 
ア ク セ ル 操 作 の み で 
一 定 の 速 度 を 保 つ 。 

・ ア ク セ ル は 徐 々  に 踏 み 込 む と 
AT車 の 場 合 は 早 め の シ フ ト 
ア ッ プ が 可 能 で す 。 
・ Ｍ Ｔ 車 は 早 め の シ フ ト ア ッ プ 
を 心 掛 け ま す 。 

走 行 中 の 車 の 走 り 続 け よ 
う と す る 性 質 （ 慣 性 ） を 
利 用 す る 。 

Km/hKm/h

止 停 終 最 は キ ー レ ブ ト ッ フ で ！ 間 時 

・ 進 発 急 ． １ 制 抑 の 速 加 急 
く 早 、 と る す 速 加 と り く っ ゆ で 数 転 回 ン ジ ン エ い 低 り よ ・ え 抑 を 費 消 料 燃 の 時 進 発 、 め た る き で プ ッ ア ト フ シ を ア ギ 

す ま き で が 事 る 。 
行 走 速 定 ． ２ 施 実 の 

す ま し 費 消 く 多 を 料 燃 、 は 行 走 状 波 す 返 り 繰 を 速 減 加 に 繁 頻 ・ を ー ギ ル ネ エ た え 蓄 は と こ る す 速 減 み 踏 を キ ー レ ブ 。 
の め た す 戻 に 度 速 の 前 速 減 に ら さ 、 り な と と こ る て 捨 て し と 熱 。 す ま し 費 消 を 料 燃 の 上 以 時 行 走 度 速 定 、 ば れ す を 速 加 

行 走 性 惰 ． ３ 施 実 の 
前 台 数 、 ち 保 に 分 充 を 離 距 間 車 ・ 等 プ ン ラ キ ー レ ブ の 車 の ル セ ク ア し 握 把 に 期 早 を 況 状 の 方 前 料 燃 り よ に と こ す 放 を 

減 節 が 費 消 。 す ま れ さ 

キ ー レ ブ ン ジ ン エ ． ４ 用 使 の 
ン ジ ン エ の 定 一 と る す 用 使 を キ ー レ ブ ン ジ ン エ て い お に 時 速 減 ・ 車 な 分 充 。 す ま れ さ ト ッ カ が 給 供 料 燃 は で ま 数 転 回 

用 使 を キ ー レ ブ ン ジ ン エ の め 早 で と こ つ 保 を 離 距 間 。 す ま れ さ 減 節 が 費 消 料 燃 、 き で が と こ る す 

４ ． エ ン ジ ン ブ レ ー キ 
の 使 用 

燃 料 供 給 を カ ッ ト す る 
エ ン ジ ン ブ レ ー キ を 利 
用 し 減 速 す る 。 

走 行 前 の 省 エ ネ 

＞ 会 協 ヤ イ タ 車 動 自 本 日 ： 典 出 ＜ 。 位 一 第 率 良 不 で ％ 4.81が 」 足 不 圧 気 空 「 は で 別 目 項 、 2.8％ は 両 車 る あ が 良 不 備 整 に ヤ イ タ ◆ 

が8.5％ 費 燃 て べ 比 
に 両 車 た し 用 使 で ヤ イ タ の 圧 気 空 定 指 は 両 車 た し 行 走 で ヤ イ タ の 圧 気 空 い 低 ％ 03り よ 圧 気 空 定 指 カ ー メ 車 動 自 ◆ 

＞ ー タ ン セ 活 生 民 国 ： 典 出 ＜ 。 す ま り な と 因 要 の ど な 」 損 破 の ヤ イ タ 「 」 耗 磨 偏 の ヤ イ タ 「 他 の そ 。 化 悪 

2. タ イ ヤ の 空 気 圧 チ ェ ッ ク 

１ ． 余 分 な 荷 物 を 下 ろ す 
。 す ま せ さ 化 悪 を 費 燃 の 時 速 加 は 増 量 重 ● 

。 す 外 は ア リ ャ キ フ ー ル な 要 不 ・ 

、 は 等 具 工 
、 具 器 な 要 不 等 る い て っ な に ま ま だ ん 積 ・ 

。 す ろ 降 に 前 転 運 

300250 200 15010050    0

)gk(分 加 増 量 重 
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） ％ （ 
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10kgで0.31％の 
燃料が悪化 

不要な器具・ 
工具等 

不要なルーフキャリア 

エ コ ・ ド ラ イ ブ の 実 践 
～ 地 球 温 暖 化 防 止 の た め に 、 私 た ち が 出 来 る こ と ～ 

夏 車内の高温対策 

進 

早いめに 
アクセルから 
足を離す 

速
度
 

1.
2.
3.

取
り
組
み
事
項
 

。 底 徹 の 充 補 の 合 場 の 圧 気 空 な 正 適 不 び 及 ） 視 目 は く し も ジ ー ゲ ア エ （ 検 点 の 時 業 始 ● 

。 う 行 を 整 調 く し 正 も と 本 ４ ヤ イ タ は て い お に 時 整 調 ● 

。 充 補 に ） 度 程 2mc/apk1.0（ め 高 は 合 場 る い て っ な く 熱 に で す 。 る す 整 調 に 時 る い て え 冷 ● 

。 る す 頼 依 に 者 任 責 所 油 給 る す 用 使 に 主 を 」 充 補 ・ 検 点 圧 気 空 ヤ イ タ の へ 両 車 全 車 用 社 TTN「 ● 

＞ ン ト ス ジ リ ブ ㈱ ： 典 出 ＜ 。 下 低 2mc/apk１0～20で 間 月 カ １ は 圧 気 空 の ヤ イ タ ◆ 

急発進・急加速の抑制 

十分な車間距離の保持 

波状走行の禁止 

ブレーキ 

　NTT西日本グループでは約1万5千台の社用車を保有しています。これら社用車
の使用に伴うＣＯ2排出量を抑制するために、従来から実施してきた「アイドリング
ストップ運動」の取り組み内容に、新たに環境に優しい運転方法についての内容を
加え、「エコ・ドライブ運動」として2004年度から取り組みはじめました。 
　具体的には「走行前」「走行中」「駐停車時」等の各場面における環境に優しい運
転方法を図解した資料を作成し、社用車を運転する社員を中心に周知しています。 
　更に社員意識の向上施策として（社）日本自動車連盟［JAF］が主催する「エコ・
ドライブ宣言」に参加する取り組みを進め、社用車を運転する社員を中心に約5万
人の社員が宣言書に署名し、環境に優しい運転を推進しています。 
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　当社の所有している主な建物で消費する、ガス燃料（主にＣＧＳで

使用）、石油燃料（主にボイラ－で使用）からのＣＯ2排出量の2004年

度実績は約0.61万t-Ｃ（前年度約0.62万t-Ｃ）であり、燃料（ガス、石油）

によるＣＯ2排出量は全社的な節減努力により前年度より0.01万ｔ-Ｃの

削減を行いました。 

　今後も引続き、燃料（ガス･石油）の消費量節減に向けて取り組ん

でいきます。 

クリーンエネルギー設備の導入 

　当社ではCO2を排出しないクリーンエネルギー設備の導入を推進しています。2004年度には、新たに2ビルに太陽光発電システムを導入しまし

た。これにより導入ビル数は46となり、年間総発電量は421.8ＭＷｈになります。 

燃料（ガス・石油）の節減 

太陽光発電システムの導入状況(2005年3月末現在)
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＊ 2004年度導入 

金沢支店 
金沢鳴和ビル 
発電量：13MWh/年 

大阪支店 
土佐堀ビル 
発電量：25MWh/年 

京都支店 
京都深草別館 
発電量：21MWh/年 

京都支店 
伏見営業所 
発電量：17MWh/年 

広島支店 
宮島口交換所 
発電量：8MWh/年 

鹿児島支店 
鴨池ビル 
発電量：18MWh/年 

宮崎支店 
宮崎支店ビル 
発電量：37MWh/年 

福岡支店 
博多ビル 
発電量：13MWh/年 

沖縄支店 
城間ビル 
発電量：21MWh/年 

愛媛支店 
愛媛支店ビル 
発電量：25MWh/年 

愛媛支店 
砥部交換所 
発電量：13MWh/年 

愛媛支店 
堀江ビル 
発電量：13MWh/年 

大阪研修センタ 
 発電量：21MWh/年 

京阪奈ビル 
発電量：7MWh/年 

大阪支店 
馬場町ビル 
発電量：13MWh/年 

三重支店 
 津島崎RT-BOX 
 発電量：1.2MWh/年 
 水ヶ平無線中継所 
 発電量：7MWh/年 
 江戸橋RT-BOX 
 発電量：0.6MWh/年 
 桜橋ビル 
 発電量：0.2MWh/年 
 一身田RT-BOX 
 発電量：0.6MWh/年 

　天白RT-BOX 
　発電量：1MWh/年 
　新川清洲RT-BOX 
　発電量：1MWh/年 
　瀬戸RT-BOX 
　発電量：1MWh/年 
　前芝RT-BOX 
　発電量：1MWh/年 
　川田RT-BOX 
　発電量：1MWh/年 
　猿投RT-BOX 
　発電量：1MWh/年 
　東刈谷RT-BOX－1 
　発電量：1MWh/年 
   東刈谷RT-BOX－2 
　発電量：1MWh/年 
   深溝RT-BOX 
   発電量：0.6MWh/年 
   生路RT-BOX 
   発電量：1.2MWh/年 
 
 

神野新田RT-BOX 
発電量：1.2MWh/年 
飯村RT-BOX 
発電量：0.6MWh/年 
拾石RT-BOX 
発電量：0.6MWh/年 
津島RT-BOX 
発電量：0.6MWh/年 
第一高蔵寺RT-BOX 
発電量：0.6MWh/年 
瀬戸RSBM 
発電量：0.2MWh/年 
天白RSBM 
発電量：0.2MWh/年 
 
＊八事RSBM 
  発電量：0.2MWh/年 
＊水野RSBM 
  発電量：0,2MWh/年 

名古屋支店 

名古屋支店 
蒲郡ビル 
発電量：11MWh/年 

静岡支店 
兵太夫ビル 
発電量：13MWh/年 

静岡支店 
島田ビル 
発電量：12MWh/年 

名古屋支店 
矢田ビル 
発電量：13MWh/年 

大分支店 
金池ビル 
発電量：24MWh/年 

（万ｔ-C） 
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46ビル 
総発電量 
421.8MWh

静岡支店 
南熱海交換所 
発電量：12MWh/年 

富山支店 
東田地方ビル 
発電量：11MWh/年 

ガス・燃料によるCO2排出量の推移 

（年度） '00 '02 '03 '04'01'99'98 '04 
（目標値） 

 



地球温暖化防止 

NTT西日本本社　サマー28推進室（＊） 

各支店ブロック 

・室　長： 
・次　長： 
・事務長： 

環境対策室長（技術部長） 
総務部長 
技術部 環境対策室、総務部 総務担当 

役
　
割
 

① 各支店ブロックでの円滑な実施のための指導・支援 
② 各支店ブロックの実施状況の定期的な定量把握 
③ 情報の共有化・優良施策の水平展開 
④ 定例の連絡会の開催（連絡会メンバ、本社の室長、次長、事務局及び 
　 各支店ブロック推進室長） 

全社的に推進するための組織として、NTT西日本本社及び各支
店ブロックに「サマー28推進室」（＊）を設置し、本社各部、各支
店、グループ各社に「推進リーダ」を、ビル毎に「エネルギー・コ
ーディネータ」（本運動の実行推進者）を配置。 

連 携 
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【特集】「サマー28推進」の取り組み 
  

●夏期の取り組み強化月間　2005年7月1日～9月30日 

●具体的な取り組み 

　（1）適正冷房（28℃）の徹底 

　　　従来から夏のオフィスの冷房を28℃に設定することを奨励してきましたが、これを機に適正冷房（28℃）を徹底。 

　（2）夏の軽装（クールビズ）の奨励 

　　　28℃の適正冷房を徹底するために、「夏の軽装」を奨励。 

　（3）節電の徹底 

　　　社員一人ひとりの節電意識の高揚を図るため、電灯、空調、OA機器等の不必要／不使用時の電源オフについて、更なる徹底。 

●施策推進に向けた取り組み 

　・「サマー28推進室」（＊）の設置 

　　本取り組みを全社的に推進するための組織として、NTT西日本本社および各支店ブロック単位に「サマー28推進室」（＊）を設置。 

　・「推進リーダ」「エネルギー・コーディネータ」の配置 

　　円滑な実施に向けて、本社各部/各支店/グループ各社に「推進リーダ」を、ビル毎に「エネルギー・コーディネータ」を配置。 

　・環境の整備 

　　空調設備の温度設定のみでは温度管理が困難なフロア等については、室温計を設置するなど、適正冷房の徹底化が図れるよう環境を整備。 

　NTT西日本グループは、京都議定書の発効に伴って政府が国民運動として開始した「チーム・マイナス6%」を、社内における地球温暖化防

止に向けた企業文化の定着化の機会と捉え、本運動に参加するとともに、夏期の取り組み強化月間として全社員の省エネ意識の徹底を図るた

めの下記の施策「サマー28推進」に取り組みました。 

支店 マーケティングアクト ネオメイト ビジネスアソシエ 

支店ブロック　サマー28推進室（＊） 
・室長：　各支店の総務部長又は企画部長等（環境担当の部長） 

・次長：　グループ各社の経営企画部長等 

推進リーダ 

エネルギー・コーディネータ 

エネルギー・コーディネータ 

…
 

推進リーダ 

エネルギー・コーディネータ 

エネルギー・コーディネータ 

…
 

推進リーダ 

エネルギー・コーディネータ 

エネルギー・コーディネータ 

…
 

推進リーダ 

エネルギー・コーディネータ 

エネルギー・コーディネータ 

…
 

・その他のＮＴＴ西日本グループ会社については、地域事情に応じて臨機に対応。 

＊ バーチャル組織 

● ＮＴＴ西日本本社 

● マーケティングアクト 
　統括会社 
● ネオメイト統括会社 

各部室 

推進リーダ 

エネルギー・コーディネータ 

エネルギー・コーディネータ 

…
 

～NTT西日本グループは「チーム・マイナス6%」に参加しています～ 



地球温暖化防止 
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●本社および支店ブロック別の体制 

　　対象ビル数（550ビル）　　推進リーダ配置数（134人）　　エネルギー・コーディネータ配置数（2,044人）  

●本取り組みの実施状況の定量把握 

　　実施状況の定期的チェックと本社への報告を徹底することで、本取り組みの全社員への浸透を図りました。 

　　　・具体的な取り組みの3項目それぞれについて、本社および支店ブロック単位の実施状況を、各エネルギー・コーディネータはビル（フロア）

　　　  内を週一回以上チェックし、必要に応じて改善措置を施し、当該組織の推進リーダへ毎月報告。 

　　　・各推進リーダは、配下のエネルギー・コーディネータからの報告をとりまとめて、本社サマー28推進室事務局に毎月報告。 

　　7～9月のＮＴＴ西日本グループ全体の各施策の実施状況は、当初は一部組織で若干の不適状況が散見されましたが、最終的にほぼ100

　％の達成率となり、本施策が各組織に浸透し、社員の省エネ意識の着実な醸成が図られました。 

●本施策の浸透に向けた啓発ツール等 

　　本施策の浸透に向けてロビー・玄関等に看板を掲出し、「適正冷房のため軽装運動期間中」の旨を来訪されるお客様等にご理解いただき、

　社内誌や公式ホームページ等により社内外に対して積極的にアピールしました。 

　　また、啓発用ポスターを全フロアに掲示することで社員の意識醸成を図るとともに、エネルギー・コーディネータ着用バッジを活用することで意

　識高揚に努めました。 

 

　本取り組みの、本社および各支店ブロックにおける実施状況については、毎月、定量的に把握・評価・分析し、今後の省エネ運動への反映を図

りました。 

●「適正冷房の徹底」・「夏の軽装の奨励」による効果 

　　従来から夏のオフィスの冷房を28℃に設定することを奨励してきましたが、本取り組みで冷房の設定温度を26℃から2℃上げたと仮定した場

　合の効果をNTT西日本グループ内で推定すると、7～9月の3ヶ月で約210万kWh（約216t-C）となります。このCO2削減量は、甲子園球場40個

　分にほぼ等しい面積の森林が１年間に吸収するCO2量に相当します。 

 

看板（ロビー・玄関前・応接室等に掲出） 

啓発用ポスター（全フロアに掲示） 

 

エネルギー・コーディネータ着用バッジ 

 

エネルギー・コーディネータ 

サマー28推進室 

室温28℃のオフィスでさわやかビジネス 
NTT西日本グループ 




